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３ 平成１４年７月１８日申請（基・電・料金サービス課平成１４年７月１８日

第１０８９号）（利用者料金の設定に関する細目についての裁定） 

 

（１）経過 

 

平成１４年  

７月１８日 

 

平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）から、裁

定の申請（９月１９日及び同月２４日に補正申請書提出）。

（⇒（２））  

１９日 総務大臣から、株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ北海道、

株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ･テ

ィ･ティ・ドコモ、株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ東海、

株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ･テ

ィ･ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ

中国、株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ四国、株式会社エ

ヌ･ティ･ティ・ドコモ九州、ケイディーディーアイ株式会

社、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセルラ

ー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツーカーセ

ルラー東海及びジェイフォン株式会社（以下「携帯電話事

業者１５社」という。）に対し、裁定の申請があった旨の

通知。 

８月 ９日 携帯電話事業者１５社から、答弁書の提出。（⇒（３）） 

９月２０日 総務大臣から、委員会に諮問 （諮問第３号）。（⇒（４））

１０月 ２日 平成電電及び携帯電話事業者１５社から、総務大臣諮問書

についての意見の提出。 

２４日 沖縄セルラー電話株式会社を除く携帯電話事業者１４社

から、再意見の提出。 

１１月 ５日 委員会から、総務大臣に答申及び勧告（電委第１１５号）。

（⇒（５）） 

２２日 

 

総務大臣から、平成電電及び携帯電話事業者１５社に対

し、裁定について通知。（⇒（６）） 
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（２）申請における主な主張 

 

ア 裁定を求める事項 

次の接続形態についての利用者料金設定権の帰属 

・ＮＴＴ地域～中継事業者（平成電電）～携帯事業者（ＮＴＴドコモ
1） 

・平成電電直収～ＮＴＴ地域～携帯事業者（ＮＴＴドコモ） 

・ＮＴＴ地域～中継事業者（平成電電）～携帯事業者（ＫＤＤＩ2・沖

縄セルラー3・ツーカーセルラー4・ジェイフォン5） 

 

イ 協議不調の理由 

携帯電話事業者は、携帯電話事業者が利用者料金を設定すべきであると

して、平成電電が利用者料金を設定したいとの考えを受け入れなかったた

め、協議が不調に至った。 

 

ウ 平成電電に料金設定権が必要である理由 

(ｱ) 平成電電が企業努力により獲得した利用者に対しては自身が設定す

る割安な料金が適用されるべきである。 

(ｲ) 携帯電話事業者各社が現在設定している料金は、平成電電が設定可

能と考える料金水準より高い。 

 

                                                           
1 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国、株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ九州 
2 ケイディーディーアイ株式会社 
3 沖縄セルラー電話株式会社 
4 株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツーカーセルラ 

ー東海 
5 ジェイフォン株式会社 
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（３）答弁書における主な主張 

 

ア ＮＴＴドコモ 

(ｱ) 平成電電の裁定申請は、双方の協議の積重ねに全く反し、次に示す

理由で、唐突な内容を申請の対象としたものであって、電気通信事業

法第３９条第３項の要件を欠くものである。 

ⅰ) 本件裁定申請のうち平成電電直収接続に係る部分について、平成

電電が料金設定権についての協議が調わなかったとする主張は、実

際には合意に至っていることから、当該裁定申請は、却下されるべ

きである。 

ⅱ) 本裁定申請のうち平成電電中継接続に係る部分は、電気通信事業

法第３９条第３項の裁定申請の要件を満たしておらず、当該裁定申

請は、却下されるべきである。 

ⅲ) そもそも電気通信事業法第３９条第３項の裁定制度は、謙抑的・

自制的に運用される必要がある。 

(ｲ) コスト・機能の大半を占める事業者が料金設定を保有することによ

り、競争に伴うコスト削減努力の結果を料金値下げに反映することが

可能となるものであり、現に料金低減化努力を行ってきたところであ

ることも踏まえると、携帯事業者が料金設定するのが妥当かつ適切で

ある。 

(ｳ) そもそも中継接続を許容し、かつ、当該接続に係る料金設定権を申

請人とすることについては、当社の利益を不当に害するおそれがある。 

 

イ ＫＤＤＩ及び沖縄セルラー 

(ｱ) 平成電電との協議は、まだ緒に就いたばかりであり、具体的条件を

協議する段階に至っていないことから、電気通信事業法第３９条第３

項の要件に該当しない。 

(ｲ) このような協議不十分な状況において、具体的かつ確定的な条件に

ついて協議に代わるべき裁定がなされた場合には、行政権により協定

内容のほとんどすべてが形成されることとなり、今後、裁定制度の濫

用を招くなど、事業者間の信義に則った協議が覚束なくなるおそれが

ある。 

(ｳ) 電気通信事業法第３９条第３項の細目裁定制度は、協定の細目につ

いて協議が調わない場合の措置を定めたものと理解されるが、平成電

電が主張する料金設定権の所在は、事業者間合意の要諦として経営上

極めて重要な事項であり、本来的に電気通信事業法第３９条第３項の
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細目裁定になじまないものと考えられることから、その発動はより慎

重になされるべきである。 

 

ウ ツーカーセルラー 

(ｱ) 平成電電からの接続の要望に対して第一次回答を行ったばかりの

状況であり、ほとんど協議も行われていない状況で裁定申請が行われ

たことについて、極めて異例の裁定申請として誠に遺憾に感じている。 

(ｲ) このような裁定申請を容認してしまうと、平成電電との接続に限ら

ず、今後のすべての相互接続の実施において、事業者間の誠意篤実に

基づいた協議を尊重する接続ルールの精神が遵守されないこととなり、

円滑な相互接続の実現の土台となる事業者間の信頼関係を大きく損な

う先例となる。 

 

エ ジェイフォン 

(ｱ) 選択中継サービスとの接続における主要機能（位置登録やハンドオ

ーバ等）を提供する携帯電話事業者が利用者料金を設定することには

合理性があり、料金水準とは別の議論である。 

(ｲ) 料金設定の在り方に限らず、そもそも選択中継サービスの実現に当

たっては「電気通信設備への影響と技術的課題」、「ネットワークの効

率性とコストの問題」、「電気通信業界及び市場に与える影響」等、多

岐に渡る検討事項が存在する。これらについての問題解決、各種整理

がなされない限り、料金設定権のみについて論じることは意義がない。 

(ｳ) 選択中継サービスの波及に伴い、仮に固定発携帯着の料金設定権が

固定系事業者に移行することとなった場合には、既に市場支配力を有

する第一種指定電気通信設備を設置する事業者の独占を更に強めるこ

ととなり、公正競争の促進という今般の競争政策の方向性と相反する

結果が生ずることも大いに危惧される。 

(ｴ) 平成電電との選択中継サービスに係る協議については、未だ協議開

始から１ヶ月程しか経過しておらず、検討事項の抽出を実施している

等、現在も協議中との認識であり、当事者間の議論が不十分な状況に

ある。 
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（４）諮問 
 

平成１４年９月２０日諮問第３号 

 

 

諮  問  書 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条第３項の規定に基

づき、平成電電株式会社から、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国、株式

会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州、ケイディ－ディ－アイ株式会社、沖

縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツー

カーホン関西、株式会社ツーカーセルラー東海及びジェイフォン株式会社

の電気通信設備との接続に関する裁定の申請があった。 

 よって、同法第８８条の１８の規定に基づき、本件裁定について諮問す

る。 

 

（５）答申及び勧告 
 

平成１４年１１月５日電委第１１５号 
 

 

答  申  書 
 

 平成１４年９月２０日付け諮問第３号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記のとおり答申する。なお、その理由は、別紙のとお

りである。 
 

記 

 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・
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ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国及び株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴドコモ・グループ」という。）

は、平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）の設置する設備か

らＮＴＴドコモ・グループの設置する設備に着信することとなる通話

（下記３の接続形態に係る通話を除く。）に関し、平成電電が利用者料

金を設定する方式（同社がＮＴＴドコモ・グループに対し電気通信事業

法第３８条の３第２項に規定する｢取得すべき金額｣を支払い、同社が利

用者料金を設定する方式）での接続請求に応諾しなければならない。ま

た、ＮＴＴドコモ・グループは、その接続について｢取得すべき金額｣そ

の他の条件を接続約款に定め、これを総務大臣に届け出るとともに、公

表しなければならない。 
 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定するかと

いう個別事案であるが、問題の本質は、接続通話に係る料金の適正な設

定の在り方にかかわるものである。そこで、総務大臣は、単に本件の個

別事案を処理するにとどまらず、接続において適正な料金設定が行われ

るように合理的で透明性のある料金設定の仕組みを検討し、整備すべき

である。 

 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について 

 平成電電が携帯電話事業者各社に対して接続を申し入れている通話

のうち、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ地域会社」という。）の設置する設備から発信し、平成電電が中継

接続のみの機能を提供し、携帯電話事業者の設置する設備に着信する形

態（以下「中継系接続形態」という。）のものについては、接続に関す

る協定の細目についての協議が行われるまでには至っておらず、平成電

電と携帯電話事業者各社との間には電気通信事業法第３９条第３項に

規定する裁定申請要件を具備しているとは認められない。よって、総務

大臣は、中継系接続形態に係る接続請求に関しては、同項に基づく裁定

を行うべきではない。 

 

別紙
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第１ 本件の経緯 
 

１ 総務大臣からの諮問 

 総務大臣は、平成１４年９月２０日、当委員会に対し、電気通信事業

法第８８条の１８の規定に基づき、同法第３９条第３項の電気通信設備

の接続に関する裁定につき諮問をした。この裁定は、携帯電話事業者の

設置する設備に着信することとなる通話に関しその利用者料金設定権の

帰属についての裁定を求めて、平成電電から申請されたものである。 
  

２ 平成電電からの申請 

平成電電は、平成１４年７月１８日、総務大臣に対し、電気通信事業

法第３９条第３項の規定に基づき、携帯電話事業者の設置する設備に着

信することとなる通話の利用者料金設定権の帰属について裁定を申請

した（なお、同年９月１９日及び同月２４日に補正がなされている。）。

平成電電が自社に利用者料金設定権があると主張する主な論拠は、

（１）平成電電が企業努力により獲得した利用者に対しては自身が設定

する割安な料金が適用されるべきである、しかるに、（２）携帯電話事

業者各社が現在、設定している利用者料金は、平成電電が設定可能と考

える料金水準よりも高いというものである。 
 

３ 携帯電話事業者各社の答弁 

 携帯電話事業者各社は、総務大臣から、平成１４年７月１９日、上記

の裁定申請があった旨の通知を受けて、この申請に対する答弁書を同年

８月９日に提出した。 

 利用者料金設定権に関するＮＴＴドコモ・グループの答弁は、平成電

電に利用者料金設定権を認めるべきではないというものであり、その主

な論拠は、（１）ネットワークのコスト、機能の大半を占める携帯電話

事業者側が利用者料金設定権を有する現在の仕組みは維持されるべき

である、（２）企業努力により利用者を獲得していることを根拠に利用

者料金設定権を主張する論理には飛躍があるというものである。 

 中継系接続形態に関するＮＴＴドコモ・グループを含む携帯電話事業

者各社の答弁の主な論拠は、中継系接続形態の通話に関しては、平成電

電との間ではほとんど協議が行われておらず、接続形態の内容について

も不明確な段階なので、裁定を行う前提を欠いているというものであ

る。 
 

４ 当委員会の審議 

 平成１４年９月２０日に総務大臣から諮問を受けた当委員会は、同
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日、委員会を開催して、担当部局である総合通信基盤局から諮問内容に

ついての説明を受けた。また、当委員会は、本件事案の当事者である平

成電電及び携帯電話事業者各社からも事情を聴取することが必要と思

料し、当事者に意見書の提出を求めた。これに対し、当事者のすべてか

ら意見書の提出を受けた。 

 当委員会は、平成１４年９月２０日、１０月４日、同月１１日、同月

１７日及び同月３１日と５回にわたり委員会を開いて審議を重ね、本答

申を取りまとめた。 
 

第２ 検討 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

（１）利用者料金の設定原則一般について 

複数の電気通信事業者が電気通信設備を接続して電気通信役務を提

供する場合、各電気通信事業者は、それぞれの電気通信設備に係る部分

についての電気通信役務を利用者に対して提供している。この関係を本

件事案に当てはめると、①平成電電が利用者に対して提供する電気通信

役務の提供に関する契約関係、②携帯電話事業者が利用者に対して提供

する電気通信役務の提供に関する契約関係、③平成電電と携帯電話事業

者との間の接続協定という三つの法律関係が存在しており、各電気通信

事業者は、法令等に別段の定めがある場合を除き、それぞれの提供する

電気通信役務の料金を設定してこれを請求する権限を有することにな

る。 

もっとも、個別の利用者料金の設定と請求は、利用者にとって必ずし

も便利なものではなく、事業者にとっても営業戦略の観点から望ましい

ものではないため、実務上、合意で定められた一の電気通信事業者が複

数の電気通信役務を通算した利用者料金（いわゆる｢エンド・ツー・エ

ンド料金｣）を設定し、他の電気通信事業者に対してはその電気通信役

務の料金相当分を支払うこととしているのが通常である。そして、この

通算した利用者料金を設定する事業者は、電気通信業界では｢利用者料

金設定権者｣と呼ばれている。 

しかし、このエンド・ツー・エンド料金方式が採られている場合でも、

各電気通信事業者がその提供する電気通信役務の料金を設定する権限

は、根源的には当該電気通信事業者に留保されているのであって、利用

者料金設定権者といえどもこの権限を侵害することはできない。その意

味において、｢利用者料金設定権｣という概念は、接続に関与する複数の

電気通信事業者の間の合意に基づき、便宜上、利用者料金の設定が一の
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事業者に委ねられている事実を指すにすぎないものであって、利用者料

金設定権者である電気通信事業者が一方的に他の電気通信事業者が取

得すべき金額を決定する権限まで持つことを含意するものではない。 

（２）ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

ところで、本件において接続請求を受けているＮＴＴドコモ・グルー

プに関しては、その支配的地位を考慮し、電気通信事業法上、上述した

利用者料金設定の原則が修正されている。すなわち、同グループが請求

された接続については、これにより「取得すべき金額」を接続約款で定

め（電気通信事業法第３８条の３第２項）、これに基づいて接続協定を

締結することが求められているのであって（同条第４項）、独自に利用

者料金を設定して利用者に請求するという原則が修正されているので

ある。このことを同グループと接続する電気通信事業者の側から見れ

ば、自ら通算した利用者料金を設定した上で、ＮＴＴドコモ・グループ

に対してはその電気通信役務の料金相当分を「取得すべき金額」（同条

第２項）として支払い、その残余の額を自社の収入とすることを予定し

ていることを意味する。 

 そうすると、ＮＴＴドコモ・グループは、平成電電の設置する設備か

らＮＴＴドコモ・グループの設置する設備に着信することとなる通話

（中継系接続形態に係る通話を除く。）に関して、平成電電が利用者料

金を設定する方式（同社がＮＴＴドコモ・グループに対し電気通信事業

法第３８条の３第２項に規定する「取得すべき金額」を支払い、同社が

利用者料金を設定する方式）での接続請求に応諾しなければならないこ

とになる。また、ＮＴＴドコモ・グループは、その場合の｢取得すべき

金額｣を含む条件を接続約款に定めて、これを総務大臣に届け出るとと

もに、公表しなければならないことになる。 
 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

利用者に対してエンド・ツー・エンド料金を設定した場合には、利用

者から通算して収納した料金収入は、接続に関与する電気通信事業者間

の接続協定において定められた｢取得すべき金額(負担すべき額)｣とそ

の「残余の額」とに分配されることとなるが、それらの金額は、いずれ

も各電気通信事業者が提供する電気通信役務の料金としての性格を持

つことになる。この限りにおいて、いわゆる「利用者料金設定権」をい

ずれの電気通信事業者に帰属させても利害関係の衝突は起きないはず

であるが、実際には、利用者料金を設定する電気通信事業者の収益が、

他の電気通信事業者に精算した「取得すべき金額」を控除した残額であ
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るという点において、ブラックボックス化しやすく、とりわけ料金規制

の緩和された現状にあっては、料金設定の合理性に疑念を生じさせやす

い構造を有している。 

実際にも、ＮＴＴドコモ・グループの標準的な利用者料金プランにお

いては、ＮＴＴ地域会社の設置する設備から携帯電話事業者の設置する

設備に着信する通話の通話料が３分８０円であり、このうちＮＴＴ地域

会社に対して「取得すべき金額」として接続料約５円が支払われ、その

残余の額の約７５円が携帯電話事業者の収入となっている。ところが、

携帯電話事業者相互間や携帯電話事業者と国際通信事業者との間の接

続では、着信側の携帯電話事業者の「取得すべき金額」は接続料として

約４０円と設定され、この額が収入となっている。この約７５円と約４

０円の間には著しい乖離があるのに、その合理性については納得のいく

説明はなされていない。平成電電は、この点を問題視し、携帯電話事業

者は、コストを接続料で回収すればよいのに不当な利益を独占している

と主張している。これに対し、携帯電話事業者は、「料金設定権が固定

事業者側に移れば、コスト回収や今後の事業展開に支障が生じる」との

主張を行うのみである。 

他方、総務大臣から示された裁定案においても、携帯電話事業者側が

利用者料金設定権を有することが慣行であり、それを変更するまでの必

要性は認められないと述べられているにとどまり、この慣行の合理性の

説明が不足している。しかも、本件に関連し、平成電電とは別の電気通

信事業者（ケーブル・アンド・ワイヤレス・アイディーシー株式会社）

から電気通信事業法第９６条の２の規定に基づく意見の申出がなされ

ており、今や明解な料金設定の仕組みを構築することが喫緊の要請と考

えられる。 

確かに、本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定

するかという個別事案ではあるが、その奥に、接続通話に係る料金の適

正な設定の在り方全般の問題がある以上、総務大臣は、単に個別事案を

処理するにとどまらず、接続における適正な料金設定が行い得る合理的

で透明性のある仕組みを早急に整備することが必要と考える。 

そこで、本件の答申に際し、この点を勧告として付加することとする。
 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について 

平成電電が携帯電話事業者各社に対して接続を申し入れている通話

のうち、中継系接続形態のものについては、平成電電から申入れを行っ

ている事実は認められるものの、この申入れが同社の過去の言動と必ず

しも首尾一貫しない点があるほか、同社の申入れに対する携帯電話事業
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者側の内容照会にも審らかに回答されないまま、電気通信事業法第３９

条第３項に基づく裁定が申請されている。確かに、一般論としては、総

務省諮問案のとおり、「一度きりの協議であっても、さらに協議を行っ

たとしても平成電電自身が望む条件により接続を行うことが困難であ

るとの予測から、協議が調わないと平成電電が認識したのであれば、同

社において裁定申請を行うことができないとの解釈を行うことは適当

ではない」場合もあり得ることは否定しないものの、本件事案の場合、

平成電電と携帯電話事業者各社の間にはいまだ実務的に十分な協議が

尽くされているとは認められない。 

むしろ、当委員会が当事者間の主張を整理する過程において、携帯電

話事業者の側から、電気通信事業法第３８条各号の接続拒否事由に該当

する旨の意見も示されており、今後、平成電電及び携帯電話事業者の間

において、こうした接続形態が携帯電話特有の機能や網設備の特徴に照

らして、接続の是非自体に関する実務的な協議が行われる必要がある。

したがって、本件事案における中継系接続形態に関する限りでは、平

成電電及び携帯電話事業者各社の間に利用者料金設定権の帰属という

協定細目についての協議が行われるに至っているとは認められない。 

そこで、電気通信事業法第３９条第３項に規定する裁定申請要件を具

備しているとは言えないので、先ずは当事者間において接続協議を進め

ることが適当であると思料する。 

 

 

（６）裁定についての通知 

 

平成１４年１１月２２日総基料第４４６号 

 

ア 平成電電株式会社あて 

 

 平成１４年７月１８日付けで総務大臣に提出された裁定申請書につい

て、別添のとおり裁定いたしましたので通知します。 

なお、当該申請のうち、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株

式会社（以下「ＮＴＴ東西」という。）の設置する電気通信設備から発信

し、貴社が中継接続のみの機能を提供し、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド
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コモ四国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴドコモ」

という。）、ケイディ－ディ－アイ株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、

株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツ

ーカーセルラー東海、又はジェイフォン株式会社の設置する電気通信設備

に着信する形態における利用者料金の設定については、貴社と携帯電話事

業者各社との間で、接続の条件その他協定の細目についての協議が行われ

るに至っていないため、裁定を行わないこととしました。 

 

別添

 

平成電電の設置する電気通信設備からＮＴＴドコモの設置する電気通

信設備に着信することとなる通話(ＮＴＴ東西の設置する電気通信設備か

ら発信し、平成電電が中継接続のみの機能を提供し、ＮＴＴドコモの設置

する電気通信設備に着信することとなる通話を除く。以下「本通話」とい

う。)について 

 

平成電電が利用者料金を設定することが適当である。 

 

（理由） 

１ 通話のための利用者料金を負担する側に直結する立場にある事業

者は、当該利用者の利用形態、要望等を把握しやすく、さらに、これ

にこたえることが、利用者を獲得し、サービスの継続的な利用を確保

することに直接つながることになる。このため、当該事業者が、利用

者料金を設定する方が、利用者にとって選択の範囲が拡大し、その結

果、競争の進展を通じて、料金の低廉化及びサービスの多様化が促進

されるものと考えられる。本件については、料金の請求を受けるのは

発信利用者であり、発信利用者に直接接する電気通信事業者は平成電

電のみであるから、同社が利用者料金を設定することが適切である。

 

２ さらに、本通話に係る接続形態（以下「直収接続」という。）にお

いては、発信利用者の加入者宅から、平成電電が自ら設置する伝送路

設備又は他の電気通信事業者が設置する伝送路設備を、ＮＴＴ東西の

加入者交換設備を経ることなく、直接自社の交換設備に収容してい

る。このような接続形態の場合、平成電電においては、加入者個々へ

の営業活動、加入者宅までの伝送路設備を利用可能とするための作業

等が発生することとなる。さらに、平成電電が自ら伝送路設備を設置

する場合には、このために相応の費用を投下することが必要となる。

直収接続に関して、平成電電が利用者料金を設定できないとすると、
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このような顧客獲得及び維持のための努力が報われず、事業活動の意

欲を削ぐこととなる。したがって、地域通信分野における競争を促進

するという観点からは、平成電電が利用者料金を設定することが適切

である。 

 

３ また、携帯電話は、その特性上、利用者の移動が常に発生する。こ

のため、利用者の契約先事業者を識別する番号から判断して、当該利

用者が契約した地域へ接続しても、そこに当該利用者が所在していな

かった場合、現在位置に関する情報を把握した上で再度通話路を設定

する必要が生じる。ネットワークの効率性の観点から、このような通

話路の再設定を回避するためには、発信側の近くで携帯電話事業者と

接続することが考えられる。しかし、この場合、固定電話事業者の役

務提供区間は短くなり、当該区間において、発側の事業者に加えて中

継事業者が存在する意義について、検討が必要となる。一方、直収接

続については、２に述べたとおり、発信利用者の加入者宅から、伝送

路設備を直接自社の交換設備に収容している。したがって、発信側の

近くで携帯電話事業者と接続したとしても、このような問題は生じな

いものである。 

 

４ したがって、直収接続については、平成電電が利用者料金を設定す

ることが適当である。 

 

イ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国及び株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ九州あて 

 

平成１４年７月１８日付けで平成電電株式会社より申請のあった貴社

との接続に関する裁定申請について、別添のとおり裁定しましたので通知

します。 

なお、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社の設置する

電気通信設備から発信し、平成電電株式会社が中継接続のみの機能を提供

し、貴社の設置する電気通信設備に着信する形態における利用者料金の設

定については、平成電電株式会社と貴社との間で、接続の条件その他協定
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の細目についての協議が行われるに至っていないため、裁定を行わないこ

ととしました。 

別添

 

電気通信設備の接続の条件について（裁定） 

 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３

９条第３項の規定に基づき、平成電電株式会社（以下「平成電電」とい

う。）の設置する電気通信設備と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海

道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ四国及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴド

コモ」という。）の設置する電気通信設備との接続に関して、平成電電か

らその接続の条件について裁定を求める旨の申請がなされた。そこで、

下記のとおり裁定する。 

 

記 

 

平成電電の設置する電気通信設備からＮＴＴドコモの設置する電気通

信設備に着信することとなる通話(東日本電信電話株式会社又は西日本

電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東西」という。）の設置する電気通信設

備から発信し、平成電電が中継接続のみの機能を提供し、ＮＴＴドコモ

の設置する電気通信設備に着信することとなる通話を除く。以下「本通

話」という。)について 

 

平成電電が利用者料金を設定することが適当である。 

（理由） 

（平成電電株式会社あて通知と同じ。略。） 
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ウ ＫＤＤＩ株式会社6、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセ

ルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツーカーセルラー東

海及びジェイフォン株式会社あて 

 

 平成１４年７月１８日付けで平成電電株式会社より申請のあった貴社

との接続に関する裁定申請について、下記のとおり処理しましたので通知

します。 

 

記 

 

 東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社の設置する電気

通信設備から発信し、平成電電株式会社が中継接続のみの機能を提供し、

貴社の設置する電気通信設備に着信する形態における利用者料金の設定

については、平成電電株式会社と貴社との間で、接続の条件その他協定の

細目についての協議が行われるに至っていないため、裁定を行わないこと

としました。 

 

 

  

                                                           
6 平成１４年１１月１日付けで、商号の登記上の表記を「ケイディーディーアイ株式会社」

から「ＫＤＤＩ株式会社」に変更。 


